
在宅勤務規程 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この規程は、事務局職員就業規則第 10条第３項及び有期フルタイム契約職員就業

規則第９条第３項に基づき、公益財団法人日本野球連盟（以下「連盟」という。）の

職員の在宅勤務に関する労働条件その他就業に関する事項について定めるものであ

る｡ 

 

(在宅勤務の定義) 

第２条 この規程において在宅勤務とは、所定労働時間の全部について、職員の自宅または

自宅に準じる場所（連盟が認めた場所に限る。以下「自宅等」という。）において連

盟が認めた情報通信機器を用いて行う勤務形態をいう。 

 

（就業規則の適用） 

第３条 この規程に定めのない事項については、この在宅勤務制度に反しない限り、就業規

則の定めるところによるものとする。 

 

（在宅勤務の対象者） 

第４条 在宅勤務の対象者は、次の各号に掲げる条件をすべて満たす職員であって連盟が

認めた者とする。 

① 在宅勤務を希望する者 

② 自宅等での業務を自律して、かつ円滑に遂行できると認められること 

③ 自宅等の執務環境及びセキュリティ環境が適正と認められること 

  ２ 前項にかかわらず、次のいずれかに該当する者には在宅勤務を認めない。 

    ① 傷病等により通常の労務提供ができないと連盟が判断する者 

    ② 引き続き上司による指導が必要な者 

    ③ 担当業務が職場での緊密なコミュニケーションを必要とする者 

    ④ その他在宅勤務に適さないと連盟が判断した者 

 

第２章 在宅勤務の申請手続等 

 

（在宅勤務の許可申請） 

第５条 在宅勤務を希望する者は、事前に所定の申請書に必要事項を記載し、同申請書を事



務局長に提出しなければならない。 

  ２ 連盟は、在宅勤務を希望する職員の適性、業務内容、自宅等の作業環境等を勘案し、

在宅勤務を認めることが適切であると判断した場合には、在宅勤務を許可するもの

とする。 

  ３ 在宅勤務の実施にあたっては、実施の都度、職員が申請を行い、事前に連盟の承認

を得ることとし、事業承諾による実施を認めない。 

  ４ 連盟は、業務上の都合により、在宅勤務の許可を取り消すことがある。 

 

（在宅勤務の単位及び回数） 

第６条 在宅勤務の単位は、所定労働日について１日単位とする。 

  ２ １週の在宅勤務可能日数は、１週の実労働日数が４日以上の週において２日、３日

の週において１日、２日以下の週において０日とする。 

 

（在宅勤務の申請理由） 

第７条 在宅勤務の申請理由として、次の各号に掲げる事情は原則として認めない。 

    ① 職員本人の体調不良によるもの 

    ② 家族の体調不良により、家族の看病及び世話を必要とするもの 

 

第３章 在宅勤務時の勤務条件 

 

（労働時間） 

第８条 在宅勤務時の所定労働時間、始業時刻、終業時刻は、原則として事務局職員就業規

則第 28条及び第 29条、又は有期フルタイム契約職員就業規則第 18条に定めるとお

りとする。 

  ２ 在宅勤務中の時間外労働及び深夜労働は原則として禁止する。ただし、業務上の必

要が生じた場合には、職員は事前に事務局長に申し出で、許可を得なければならない。

職員が、連盟の許可なく業務を実施した場合には、連盟はその業務遂行を認めず、そ

の費消時間について通常賃金及び割増賃金を支払わない。 

  ３ 在宅勤務中に事業場への出勤を命じた場合の会社及び自宅等の往復時間は、労働

時間として取り扱う。 

 

（休憩時間等） 

第９条 在宅勤務時の休憩については、事務局職員就業規則第 30条有期フルタイム契約職

員就業規則第 19条に定めるとおりとする。 

  ２ 在宅勤務中の私用外出及びその他中抜けは、原則として禁止する。ただし、やむを

得ず私用のために勤務を一時中断する場合は、職員は事前に事務局長に申し出て、許



可を得なければならない。 

 

（事業場への出勤日の指定及び出勤命令） 

第 10条 連盟は、業務上の必要があると認めるときは、事前に事業場に出勤すべき日を指定

することができる。 

  ２ 連盟は、在宅勤務日である職員に対し、業務上の必要があると認めるときは、事業

場への出勤を命じることがある。職員は、正当な理由がない限り、これを拒否するこ

とができない。 

 

（業務報告） 

第 11条 職員は、勤務の開始及び終了並びに休憩の開始及び終了について、電話または電子

メール等のいずれかの方法により、事務局長に報告しなければならない。 

  ２ 職員は、事務局長に対し、在宅勤務終了時または必要に応じて、電話または電子メ

ール等のいずれかの方法により、所要の業務報告をしなければならない。 

 

（連絡体制） 

第 12条 在宅勤務時の連絡体制は、次の各号に掲げるとおりとする。 

① 事故・トラブル発生時には事務局長に連絡をすること 

② 前号の事務局長に連絡がとれない場合には、事務局長の指定する代理の者に

連絡をすること 

③ 連盟内における職員への緊急連絡事項が生じた場合、在宅勤務者には事務局

長が連絡をすること。なお、在宅勤務者は、不測の事態が生じた場合に確実に連

絡がとれる方法を事務局長に予め連絡をしておくこと。 

④ 情報通信機器に不具合が生じ緊急を要する場合は、連盟へ連絡をとり指示を

受けること。その場合には、事後速やかに事務局長に報告すること。また、不具

合が解消せず、在宅勤務を続行できない場合には事業場に出勤をすること 

⑤ 前各号以外の緊急連絡の必要が生じた場合には、前各号に準じて判断し、対応

すること 

 

（服務規律） 

第 13条 在宅勤務時には、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

    ① 在宅勤務時間中は、業務に専念すること 

② 在宅勤務時間中は、自宅等の勤務場所以外で業務を行ってはならないこと 

③ 自宅等の勤務場所に、業務に関連のない備品及び機器を新たに持ち込まない

よう配慮すること 

④ 業務に関連する重要な書類またはデータの情報を持ち出す場合には連盟の許



可を得ること 

⑤ 前号により持ち出した情報、及び作成した成果物を第三者（職員の家族を含

む。）が閲覧または複製等しないように注意を払うこと 

⑥ 第４号に定める情報及び前号に定める成果物は、紛失または毀損しないよう

に丁寧に取り扱い、保管及び管理すること 

 

第４章 在宅勤務時の給与等 

 

（給与） 

第 14 条 在宅勤務時の給与については、事務局職員給与規程又は有期フルタイム契約職員

就業規則の定めるところによる。 

 

（費用の負担） 

第 15条 連盟が貸与する情報通信機器を利用する場合の通信費は、連盟の負担とする。 

２ 在宅勤務に伴って発生する水道光熱費は、在宅勤務者の負担とする。 

３ 業務に必要な郵送費、事務用品費、消耗品その他会社が認めた費用は、連盟の負担

とする。 

４ その他在宅勤務により生じる費用は、在宅勤務者の負担とする。 

 

（情報通信機器等の貸与・使用等） 

第 16条 職員は、連盟から在宅勤務時の業務に必要なパソコン等の情報通信機器、ソフトウ

ェア及びこれらに類する物を貸与された場合、私用に供してはならない。 

２ 職員は、連盟の許可を受けずに前項の貸与物にソフトウェア等をインストールし

てはならない。 

 

（安全衛生・災害補償） 

第 17条 連盟は、在宅勤務時における職員の安全衛生の確保及び改善を図るため、必要な措

置を講ずる。 

２ 職員は、安全衛生に関する法令等を遵守し、連盟と協力して在宅勤務時の労働災害

の防止に努めなければならない。 

３ 在宅勤務時の災害補償については、事務局職員就業規則第７章又は有期フルタイ

ム契約職員就業規則第７章に定めるところによる。 

 

（附則） 

第 18条 この規程は、2023（令和５）年３月１日から施行する。 

 


